
プレス発表資料 

令和 5 年 3 月 29 日 

秋 田 大 学

秋田大学が秋田県の経営者を対象にした 

メンタルヘルスに関する

オンライン調査の結果をまとめました

秋田大学（学長：山本文雄）は、2023年 2～3月に、秋田県の経営者を対象にしたオンラ

イン調査を行いました。これは、経営者のメンタルヘルスの実態を明らかにし、働く人への

自殺予防を行うための基礎資料とするために実施しました。

この調査は、秋田県の地域自殺対策強化事業費補助金の補助を受けた取組の一環として、

秋田大学自殺予防総合研究センターが実施しました。 

このたび、その調査結果をまとめましたので、公表いたします。 

【調査概要】 

  調査対象 ：秋田県の経営者 12100名のうち、回答があった 65名(有効回答 61名) 

  主な調査内容：メンタルヘルス不調及び問題飲酒の有症率、主観的な経済・経営状況 

  調査方法 ：WEB調査 

  調査時期 ：2023 年 2月 15 日～3月 20日 

【調査結果のポイント】 

経営者の約半数がメンタルヘルス  

不調を抱えており、早急に受診が必

要な人は約 4 分の 1 でした。また、

約６割の人が健康や社会生活を送

る上で影響が出る飲酒習慣を有し

ていました。 

個人の暮らし向きの悪さを感じ

ている人は、約 4分の 1であり、コ

ロナ以前と比較して、経営状況が悪

化したと回答した人は６割強でし

た。調査の回答率は約 0.5%であり、

回答者数が非常に少ないため、代表

性のあるデータとは言えません。
(報告書から抜粋)P.5 図 11 メンタルヘルス不調の有症率 

一方で、経営者が自殺に至るまでの期間は被雇用者と比較して短いと言われており、ま

た、回答者におけるメンタルヘルス不調の有症率の高さは、自殺リスクの高さを示唆してい

るため、経営者を対象にした自殺対策が喫緊の課題です。 

 調査・分析の結果は、秋田県と共有し、今後の効果的な支援策を検討するために活用しま

す。 

 秋田大学自殺予防総合研究センターでは、秋田県の自殺者数減少を目指して、今後も各種

調査研究・取組の実施を計画しています。 

【調査に関する問合せ先】

秋田大学 自殺予防総合研究センター 特任助教 宮本 翔平

  電話：018-801-7041 
研究者情報：https://akitauinfo.akita-u.ac.jp/html/100001280_ja.html 
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1.研究の目的 

経営者は、被雇用者と比較し自殺に至るまでの期間が短く、自殺に至るまでにうつ病などのメンタルヘルス不

調を抱えていたと言われています。メンタルヘルス不調になる前に誰かに助けを求めたり、相談したりする（以下、

援助希求）ことが重要ですが、秋田県の経営者のメンタルヘルス不調や自殺リスク、援助希求についての実態

は明らかになっていません。そのため、自殺予防総合研究センターでは、来年度に実施する予定の経営者を対

象にしたストレスマネジメント研修を行うための基礎資料とするために、秋田県の経営者を対象にしたメンタルヘ

ルス調査を実施しました。 

 

2.研究の方法 

1）対象者 

①秋田県の各商工会議所に登録がある経営者 12100 名 

②リクルート方法は、各商工会議所から発刊される会報に依頼文を同封し、掲載した QR コードを読み

取り、調査票ページより回答する形式を用いました。調査票冒頭ページで依頼文を示し、確認した人

のみ調査票の回答ページのリンクに飛び、全ての回答を以て、研究参加に同意したとみなしました。 

   

2）調査内容 

   ①基本属性(性、年齢、婚姻状況、同居者の有無、個人の暮らし向き、会社の経営状況) 

②メンタルヘルス不調 （メンタルヘルス不調の有無、この 1 ヶ月間の自殺念慮、自殺念慮の経験、 

自殺企図、身近な人の自殺既遂経験の有無）   

      ③解決できない悩みを抱える時の援助希求（援助希求意図及び援助希求の相手） 

 

 3）調査方法 

   WEB を用いた無記名自記式質問紙調査 

 

 4）調査時期 

   2022 年 2 月 15 日〜3 月 20 日の期間に実施しました。 

 

 5）倫理的配慮 

   本研究は研究倫理・安全委員会承認の承認を得て実施しました。 

個人を特定する情報は扱っていません。 

本調査は、秋田県の地域自殺対策強化補助金を使用して実施しました。 

 

 

 

 

 

 

3 結果 
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3-1.回答者の基本属性 

 回答者数は 65 名であり、性、年齢、婚姻状況に欠損値がない 61 名を有効回答として分析しました。 

 

  

図 1 性別                             図 2 年代 

 回答者は男性が 75％であり、45-64 歳の中高年の解答が約 7 割でした。 

 

  

図 3 婚姻状況                       図 4 同居人数 

 婚姻状況については約 8 割が既婚者、約 1 割が未婚者でした。 

 同居者ありと回答した人は約 90%でした。 
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図 5 職種                

 

図 6 従業員の数 

 

図 7 最終学歴 

 

 第 2 次産業の回答者は約 40％、職場の人数が 50 人未満の企業は約 9 割、大学卒業程度が約 40%でし

た。 
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図 8 個人の暮らし向き      

 

図 9 会社の経営状況 

 

図 10 コロナ前と比較した現在の経営状況 

 個人の暮らし向きは、「あなた個人の暮らし向きはいかがですか？」と質問し、約 7 割の人が「良い」「少し

良い」と回答しました。 

 会社の経営状況は、「あなたの会社の経営状況はいかがですか？」「コロナ以前と比較して、会社の経営
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状況はいかがですか？」と質問し、約半数の人が「あまり良くない」「良くない」と回答しました。回答者にお

ける会社の経営状況は、Covid-19 以外の要因も関連しているため、慎重に解釈する必要があります。 

 

 

3-1.回答者のメンタルヘルス 

 
図 11 メンタルヘルス不調の有症率 

 

 自殺リスクは、自殺企図、自殺念慮、メンタルヘルス不調の順にリスクが高い 1）と言われているため、自殺

予防を行うためには、メンタルヘルス不調を予防することが重要です。経営者のメンタルヘルス不調の有症

率を明らかにするために Kessler6(以下、K6)を用いて測定しました。K6 は、過去 30 日間の心理的ストレス

反応を測定する尺度です 2)。9 点以上が気分・不安障害の疑いがあり、13 点以上が重症精神障害の疑い

があると言われています 3)。 

 メンタルヘルス不調を抱える可能性が高い 9 点以上の人は約 50%でした。13 点以上の人は約 4 分の 1 で

あり、先行研究よりも高い有症率であったため、心療内科や精神科など医療機関の受診や誰かに援助希

求することが必要です。また、回答者におけるメンタルヘルス不調の有症率の高さは、自殺リスクの高さを

示唆しているため、経営者を対象にした自殺対策が喫緊の課題です。 
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図１２ これまでの自殺念慮 

 

 
図１３ １ヶ月間の自殺念慮 

 これまでの自殺念慮は、「あなたは、今までの人生の中で、『自殺すること』を考えたことがありましたか？」

と質問したところ、約 3 人に 1 人が自殺念慮をいだいた経験がありました。1 ヶ月間の自殺念慮については、 

「あなたは、この 1 ヶ月の間に、『自殺すること』を考えたことがありましたか？」と質問し、約 20 人に１人が

この 1 ヶ月間に自殺念慮を抱いており、一般住民を対象にした調査と同様の結果でした 4)。 
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図１４ 自殺企画の有無 

 自殺企図は、「あなたは、自殺の手段まで考えたことはありますか？」と質問し、約 5 人に 1 人が自殺企図

の経験がありました。1 ヶ月間の自殺念慮を抱いていた 3 名のうち、2 人は自殺企図があったため、自殺リ

スクが高い可能性があります。民間団体等に相談した場合は、自殺リスクを確認し、医療機関と連携するこ

とが重要です。 
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図１５ 身近な人の自殺既遂者の有無 

 
図１６ 身近な人の自殺既遂者との関係(複数回答) 

 家族や友人、知り合いなど身近な人が自殺する経験は、自殺リスクを高めると言われている 5-6)ため、「あ

なたの身近な人で、自殺で亡くなった人はいましたか？」と質問しました。身近な人に自殺既遂者がいた人

は、約 4 割であり、一般住民を対象 4)にした調査よりも少ない結果でした。 

 身近な人の自殺既遂者との関係は、友人・知人と回答した人は約 3 割でした。 
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図１７ AUDIT 得点 

 Alcohol Use Disorders Identification Test (AUDIT)は、10 項目からなる問題飲酒のスクリーニングテストで

す。8 点以上がアルコール依存症までには至っていない「危険な飲酒」や「有害な使用」の可能性がある人、

15 点以上がアルコール依存症の疑いがあると判定します 7-8)。 

 今回の対象者の約 4 割は、危険な飲酒習慣を有していました。危険な飲酒習慣は自殺未遂や自殺企図の

リスクが高くなると言われています 9-10)。節酒への準備性を下げるリーフレットやワークシートの使用は、問

題飲酒の習慣を改善する可能性が示唆されているため 11)、ストレスケアマネジメント研修などでアルコール

に関する内容も取り入れることが重要です。 

 

 

 

図１８ 解決できない悩みを抱える時の援助希求意図 
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図１９ 解決できない悩みを抱える時の援助をする相手 

*援助希求意図の設問で「そう思う」「ややそう思う」と回答した人のみ解析 

 経営者は、悩みやストレスを抱えた時に援助希求しにくいと言われており 12)、自分で解決できない深刻な悩

みを抱えた場合はより援助希求できない可能性があります。援助希求をするためには、援助希求をしたい

と思う気持ちを持つ必要性があるため、「あなたが深刻な悩みやストレスを抱えた時に、誰かに話したいと

思いますか？」と質問しました。その結果、約 8 割の人は援助希求意図が高いという結果になりました。そ

の際の援助希求の相手は、家族、友人、他の企業の経営者の順に選択しやすいことが明らかになりました。

経営者は、他の企業の経営者への援助希求意図が高い可能性があるため、経営者を対象にしたゲートキ

ーパーの養成は被雇用者のみならず、他企業にも良い影響を与える可能性があります。 

 

総括 

 秋田県の経営者 12100 名を対象にした調査を実施したところ、61 名の回答があり、約半数の人がメンタルヘ

ルス不調の疑いを抱えていること、約 4 割の人が危険な飲酒習慣を有している可能性が明らかになりました。回

答者におけるメンタルヘルス不調の有症率の高さは、自殺リスクの高さを示唆しているため、経営者を対象にし

た自殺対策が喫緊の課題です。自らをケアするセルフケアについては、適正飲酒を促す内容を含めたストレス

ケアマネジメント研修や深刻な悩みを抱えた時に援助希求するように促す普及啓発が重要です。また、経営者

は他の企業の経営者への援助希求を選択する可能性も高いことから経営者を対象にしたゲートキーパー養成

は、被雇用者のみならず他企業の経営者にも良い影響を与える可能性が示唆されました。 

 一方で、本調査の回答率は非常に低く、代表性が高いデータではありません。今後は、紙媒体を用いた調査

や職種を絞り職能団体等と連携して調査を実施する必要があります。 
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